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上場会社名 　丸全昭和運輸株式会社 上場取引所　 東

コード番号 9068 本社所在都道府県　 神奈川県

（URL　http://www.maruzenshowa.co.jp/）
代　　表　　者 役職名 取締役社長 氏名　 井上　隆
問合せ先責任者 役職名 経理部長 氏名　 山形　正治 TEL （045）671-5861

決算取締役会開催日 平成17年 5月20日

米国会計基準採用の有無 無

１． 17年 3月期の連結業績　（平成16年 4月 1日～平成17年 3月31日）
　　（１）連結経営成績 （注）金額は百万円未満切捨

売上高 営業利益 経常利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年 3月期 86,360 6.5 3,376 △7.2 3,768 △2.7 
16年 3月期 81,066 1.0 3,639 4.4 3,875 7.5

当期純利益
１株当たり
当期純利益

株主資本
当期純
利益率

総資本
経常
利益率

売上高
経常
利益率

百万円 ％ 円　 銭 ％ ％ ％

17年 3月期 2,187 7.4 23.46 4.7 4.2 4.4
16年 3月期 2,037 54.4 21.38 4.7 4.5 4.8
（注）1. 17年3月期持分法投資損益 202百万円 16年 3月期 120百万円

　　　2.期中平均株式数（連結） 17年3月期 90, 　　　 16年 3月期671,505株 92,466,565株　　　

　　　3.会計処理方法の変更 無

　　　4.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

　（２）連結財政状態
総資産 株主資本 株主資本比率 1株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

17年 3月期 89,164 47,259 53.0 521.33
16年 3月期 88,355 45,424 51.4 500.88
（注）期末発行済株式数（連結） 17年 3月期 90,650,289株 16年 3月 90,690,342株

　（３）連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同
等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

17年 3月期 4,295 △4,791 △1,407 5,982
16年 3月期 4,783 △2,579 △2,678 7,745

　（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項
　　連結子会社数　　15社　持分法適用非連結子会社数　　0社　持分法適用関連会社数　　3社

　（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況
　　連結（新規）　　2社　（除外）　　0社　　持分法（新規）　　0社　（除外）　　0社

２．　18年 3月期の連結業績予想　　（平成17年 4月 1日～平成18年 3月31日）

売上高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円

中間期 45,000 2,000 1,250
通　期 91,000 4,000 2,450

（参考）　1株当た 2り予想当期純利益（通期） 7 円 03 銭

*業績予想については、本資料発表時点で入手可能な情報を前提に算出したものであり、実績は異なる結果
となる可能性があります。上記の前提条件その他の関連する事項については、決算短信（連結）添付資料の
8ページを参照してください。
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(添付資料) 

１．企業集団の状況 

当社グループは丸全昭和運輸株式会社（以下当社）と子会社３２社及び関連会社９社で構成

され、港湾運送事業、貨物自動車運送事業及び構内作業を主な事業とし、更なる営業の強化と

深耕、企業体質の改善をはかり、物流市場において｢得意先の最良のロジスティクス・パート

ナー」となることを目指しております。 

また、当社と子会社及び関連会社は、夫々地域的な補完と設備の効率的運用により相互に連

繋し、業務を展開しております。 

当社グループの事業区分の方法は事業内容及び相互関連性に基づき区分しております。 

 当社または子会社、関連会社の事業における位置づけ等 

物流事業 事業内容は、主に貨物自動車運送事業、港湾運送事業、倉庫業、通関業等であります。 

当社、丸十運輸倉庫(株)、丸全水戸運輸(株)、丸全北海道運輸(株)、丸全川崎運輸(株)、

佐野陸運(株)、丸全九州運輸(株)、丸相運輸(株)、丸全京葉物流(株)、丸全京浜物流(株)、

丸全川崎物流(株)、丸全鹿島物流(株)、丸全中部物流(株)、丸全関西物流(株)、昭和物流

(株)、昭和アルミサービス(株)とその子会社ＳＡＳロジスティックス(株)、さらに 6月に

経営権を取得した(株)スマイルラインの国内子会社 17 社と、マルゼン・オブ・アメリカ

インコ－ポレイテッド、丸全昭和（香港）有限公司、丸全台昭股ｲ分有限公司、丸全昭和新

加披有限公司の海外子会社４社が行なっております。当社と各子会社は、輸送・保管業務

の効率的運営と地域的な補完を目的として相互に提携して一貫輸送を行なっております。

さらに、関連会社であるダンザス丸全(株)、国際埠頭(株)、徐州丸全外運有限公司、日本

メルザリオ(株)、(株)オ－シャントラフィックジャパン、イーストジャパンエージェンシ

ー(株)、上海 M&N 倉儲有限公司の各社も物流事業を営んでおり、当社と連携して一貫輸送

を行なっております。 

構内作業及び

機械荷役事業 

事業内容は、工場構内での原料、製品、重量物、精密機械等の移送、組立、充填、倉庫へ

の保管、入出荷作業とこれらに附帯する諸作業並びに機械の賃貸であります。 

当社、丸十運輸倉庫(株)、丸全茨城流通(株)、丸全流通サ－ビス(株)、丸全関西流通(株)、

丸全千葉流通(株)、丸全中部流通(株)、丸全北関東流通(株)、マルゼン・コ－プ(株)、マ

ルゼンロジスティックス(株)、昭和テクノサ－ビス(株)、丸全京葉物流(株)、昭和アルミ

サービス(株)とその子会社昭和エルダー(株)が行なっており、丸全茨城流通(株)、丸全流

通サ－ビス(株)、丸全千葉流通(株)、丸全中部流通(株)、丸全北関東流通(株)、マルゼン・

コ－プ(株)の各社は、主に当社の協力企業として事業を行なっております。 

その他事業 事業内容は、主に建設業・不動産業、保険代理業、自動車整備業、警備業等であります。

当社は、建設業等を行なっております。 

（子会社） 

丸昭自動車工業(株)は、自動車整備業を営み、当社、丸全川崎運輸(株)、丸相運輸(株)、

丸全京浜物流(株)及び丸全川崎物流(株)の車両整備を行なっております。昭和アルミサー

ビス(株)と昭和エルダー(株)は、警備業を行なっております。 

（関連会社） 

丸全商事(株)は、主に当社を取引先として、事務機器のリ－ス業、荷役用パレットのレン

タル業及び保険代理業を営んでおります。 

上海丸全建設工程技術服務有限公司は、当社と提携し、中国国内において建設業・機械据

付等の業務を行なっております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



なお、事業系統図については下記の通りであります 

 

得意先 

 

 

 

当社 
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その他事業 

 

(国内子会社) 
丸昭自動車工業(株) 

昭和ｱﾙﾐｻｰﾋﾞｽ(株)*1 

昭和ｴﾙﾀﾞｰ(株)*1 

 

（国内関連会社） 
丸全商事(株)*2 

 

（海外関連会社） 
上海丸全建設工程技術 

服務有限公司 

 

構内作業及び 

機械荷役事業 

 

（国内子会社） 
丸十運輸倉庫(株)*1 

昭和ｱﾙﾐｻｰﾋﾞｽ(株)*1 

昭和ｴﾙﾀﾞｰ(株)*1 

丸全京葉物流(株)*1 

丸全茨城流通(株) 

丸全流通サービス(株) 

丸全関西流通(株) 

丸全千葉流通(株) 

丸全中部流通(株) 

丸全北関東流通(株) 

ﾏﾙｾﾞﾝ・ｺｰﾌﾟ(株) 

ﾏﾙｾﾞﾝﾛｼﾞｽﾃｨｯｸｽ(株) 

昭和ﾃｸﾉｻｰﾋﾞｽ(株) 

 

 

 

物流事業 

 

（国内子会社） 
丸十運輸倉庫(株)*1 

丸全水戸運輸(株)*1 

丸全北海道運輸(株)*1 

丸全京浜物流(株)*1 

丸全川崎物流(株)*1 

丸全鹿島物流(株)*1 

丸全中部物流(株)*1 

丸全関西物流(株)*1 

昭和物流(株)*1 

昭和ｱﾙﾐｻｰﾋﾞｽ(株)*1 

SAS ﾛｼﾞｽﾃｨｯｸｽ(株)*1 

丸全京葉物流(株)*1 

(株)ｽﾏｲﾙﾗｲﾝ*1 

丸全川崎運輸(株) 

佐野陸運(株) 

丸全九州運輸(株) 

丸相運輸(株) 

 

(海外子会社) 
ﾏﾙｾﾞﾝ・ｵﾌﾞ・ｱﾒﾘｶ 

ｲﾝｺｰﾎﾟﾚｲﾃｯﾄﾞ*1 

丸全昭和(香港)有限公司 

丸全台昭股ｲ分有限公司 

丸全昭和新加披有限公司 

 

（関連会社） 
ﾀﾞﾝｻﾞｽ丸全（株）*2 
国際埠頭(株)*2 
徐州丸全外運有限公司 

日本メルザリオ(株) 

(株)ｵｰｼｬﾝﾄﾗﾌｨｯｸｼﾞｬﾊﾟﾝ 

ｲｰｽﾄｼﾞｬﾊﾟﾝｴｰｼﾞｪﾝｼｰ(株) 

上海 M&N 倉儲有限公司 

 

 

 

 

 

 

 

得意先 

 

（注）＊１は連結子会社であり、＊２は持分法適用会社であります。 
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２．経営方針 
 
（１） 経営の基本方針 

当社は、「物流の分野に於いて、お客様第一主義をモットーに、高品質なサービスを

提供します」を経営理念の第一に掲げております。この経営理念の下、当社は、得意先

のニーズに基づき“物や情報の流れ”を一体としたシステムとしてとらえ、物流最適化

をはかる提案営業によりお客様にとって最良のロジスティクス・パートナーとなるべく、

絶えざる質の向上と業容の拡大につとめ、企業価値の最大化をはかってまいります。そ

して、常に株主・お客様をはじめ各関係者の皆様のご期待に応えられ、かつ広く社会に

貢献できる企業をめざすことを基本方針としております。 
 
（２） 利益配分に関する基本方針 

当社の利益配分につきましては、株主の皆様に対する利益の還元が経営の重要政策

の一つであると認識しており、会社の業績と配当性向、株主資本利益率などを総合的

に勘案し、長期的に安定した配当を継続することを基本方針としております。 
        また、内部留保資金につきましては、倉庫や諸施設の新設、輸送力拡充や環境対応の

ための車両・機械の購入、さらには高度情報化社会に対応するための情報システムの整

備などへの投資を重視し、経営基盤のより一層の強化をはかり長期にわたって安定した

業績を維持できる企業をめざしてまいります。 
 
（３） 中長期的な会社の経営戦略と対処すべき課題 

当社は平成 12 年度から実施いたしました「第一次中期経営計画」の終了にともない、

引き続き平成 15 年度を初年度とする３ヶ年にわたる「第二次中期経営計画」を策定し、

平成 15 年４月から実施しております。本計画では、市場好転の兆しが見えない中で、

さらに「体質の強化」を継続するとともに「攻めの営業」を展開していくことが、物流

業界で勝ち組として存続していくための重要な経営の姿勢となるとし、そのための重点

施策として①３ＰＬ（サードパーティーロジスティクス）事業を核とした「収益力の改

革」②グループ全体の総コスト低減のための「コスト構造の改革」③ロジスティクス・

パートナーとしての「人財
．．

の育成」④キャッシュフローを重視した「財務体質の強化」

⑤グループ全社員の意識改革をねらいとした「企業文化の変革」の５点を掲げ、グルー

プの総力をあげて本計画の達成をめざしております。 
 
（４） コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方およびその施策の実施状況 
 
（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方） 

当社は、激変する経営環境に対し迅速かつ的確に対応し継続的な企業成長を実現でき

る体制を確立し、あわせて株主の皆様をはじめとするステークホルダーに対する経営の

透明性をより高めるとともに経営理念にも掲げております社会規範の遵守を励行する

ためにコーポレート・ガバナンスの強化と充実は重要な経営課題と位置付けております。 
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（コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況） 
① 会社の経営上の意思決定、執行および監督に係る経営管理組織その他のコーポレー

ト・ガバナンス体制の状況 
・当社は監査役制度を採用し、監査役は取締役会その他重要な会議に出席し取締役

の業務執行を監査しております。 
・経営の適法性と透明性の向上をはかるため、監査役制度の強化にもつとめており、

監査役は社外監査役３名を含む４名体制を敷いております。また、社外監査役の

うち１名は弁護士であり、専門的な観点からも監査を行っております。 
・取締役会の運営については、月１回の定例取締役会と必要に応じて臨時取締役会

を随時開催できる体制を整えており、法令で定められた事項や経営に関する重要

事項を決定するとともに、業務執行の厳正な監督につとめております。 
・取締役会の他に常務会を設けて毎週１回開催し、取締役会の決議事項やその他重要

案件に対する充分な審議を行っております。 
・会計監査の状況 
会計監査については、当社と商法監査および証券取引法監査について監査契約を締

結している中央青山監査法人が監査を実施しております。なお、当連結会計期間に

おいて会計監査業務を執行した公認会計士および会計監査業務に係る補助者は以

下のとおりです。 
    会計監査業務を執行した公認会計士の氏名（継続監査年数） 
       指定社員 業務執行社員  鈴木 義則（20 年） 
       指定社員 業務執行社員  中林 隆治（ 1 年） 

       会計業務監査に係る主な補助者の構成 
          公認会計士 ６名  会計士補 ６名 
 

② 役員報酬および監査報酬 
     当連結会計期間における当社の取締役、監査役に対する役員報酬、および当社の会

計監査人である中央青山監査法人に対する報酬は以下のとおりです。 
     ＜役員報酬＞  取締役に支払った報酬    163 百万円 
             監査役に支払った報酬    18 百万円   
                  計        181 百万円 

（注） 上記の金額は、利益処分による役員賞与（取締役 59 百万円、監査役 3
百万円）を含みません。又、使用人兼務取締役に対する使用人給与相当

額も含みません。 
 

     ＜監査報酬＞  監査証明に関する報酬    22 百万円 

 

③ 会社と会社の社外取締役および社外監査役の人間関係、資本関係または取引関係その

他の利害関係の概要 
・社外取締役は選任しておりません。 
・社外監査役である宮戸敏行氏、津川 治氏と当社の関係において特別な利害関係は

ありません。また岡部眞純氏は当社の顧問弁護士を務めております。 
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④ 会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況 
 
当連結会計期間において、取締役会は 16 回、常務会は 47 回開催され、重要な業

務執行の決定や経営に関する全般的重要事項についての議論、審査を行いました。ま

た監査役会は 10 回開催され、監査に関する重要事項等の協議決定や取締役の業務執

行全般についての監査を行いました。 
 
（５） 親会社等に関する事項 
 
     該当事項はありません。 
 
（６） その他、会社の経営上の重要な事項 
 
     該当事項はありません。 
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３．経営成績及び財政状態 

（1）経営成績 

 

① 当期の概況 
当期の運輸業界におきましては、設備投資の増加により生産関連貨物や猛暑により消費

関連貨物は堅調な動きとなりましたが、輸出貨物や建設関連貨物の増勢が鈍化したため、

全体的な貨物量は引き続き減少いたしました。 
このような状況下、当社グループは「攻めの営業」に徹した「第２次中期経営計画」の

２年度に当たり、グループの全従業員が新規業務獲得のために総力を結集した結果として、

非鉄金属の輸入および国内輸送の一括元請業務、アパレル製品の輸入業務、石油化学製品

の保管・輸送業務、食料塩の輸入・保管・包装業務、中国向け大型プラント輸出業務、船

舶用塗料の輸入・保管・輸送業務などの新規業務を獲得いたしました。 
さらに物流の一括元請業務である３ＰＬ業務を拡大・強化するために前年から引き続き、

より高度な情報システムの構築に取り組んでまいりましたが、平成 16 年 12 月より新シス

テムが順次稼働いたしております。 
また、環境への対応といたしましては、平成 16 年３月に当社の本社ならびに輸出梱包セ

ンターにおける ISO14001の認証取得に引き続き、平成 17年３月には京浜支店、鹿島支店、

平塚倉庫、成田倉庫、東京事務所で新たに認証を取得いたし、そのほかグループ内では丸

十運輸倉庫株式会社がグリーン経営の認証登録をいたしました。 
なお、平成 16 年度において連結子会社に丸全京葉物流株式会社、株式会社スマイルライ

ンの２社を加えました。 
また、当期の主要な設備投資としては、倉庫および諸施設の新設や既存施設の改善・増強

ならびに輸送力拡大・環境対応のための車両・機械への投資や３ＰＬ業務対応のための高度

情報システム構築などへの投資を行いました。そのうち当期中に完成した主要な設備は３Ｐ

Ｌ業務システム（一部継続中）、茨城県鹿島地区の南海浜第３期倉庫増設、兵庫県播磨地区

危険物倉庫新設、マルゼン・オブ・アメリカインコーポレイテッド倉庫改造などであります。 
  

セグメント別の営業状況につきましては、次の通りであります。 

 

（物流事業） 

貨物自動車運送事業については、大型事務所移転の減少・既存荷主の値引きおよび取扱量

の減少があったものの、京浜・関西地区において建設機械・プラント関係・非鉄金属・合成

樹脂製品の輸送、また、新規連結子会社が取扱う生活雑貨の輸送業務が増加しました。 
港湾運送事業については、輸入では、鉄鋼・非鉄金属・寝具・アパレル関係の取扱いが増

加し、輸出では、北米および欧州向けの建設機械やプラント関係・ＯＤＡに関連した業務が

増加しました。 
倉庫業については、京浜・鹿島・関西地区において、自動車部品・精密機械・家電製品・

食品・ゴム製品等の取扱いが増加しました。 
鉄道利用運送事業については、京浜地区において食品関係・政府米等の取扱いが減少しま

した。 
その他の物流付帯収入については、梱包および荷捌業収入は京浜地区で取扱量が減少した

ものの、海上運送事業・内航海運業および通関収入等が増加しました。 
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その結果、売上高は前年同期比 8.3%増収の 68,230 百万円、営業利益は荷主の値引き・原

油価格の高騰による燃料価格の上昇や車両の減価償却費負担増もあり、前年同期比 15.2%減

益の 1,902 百万円となりました。 

 

（構内作業及び機械荷役事業） 

構内作業については、京浜・鹿島地区において得意先の内製化にともなう作業量が減少と

なりました。 
機械荷役事業については、ゼネコンからの大型案件の減少があったものの、関西地区にお

いて既存荷主の業務量が増加しました。 
この結果、売上高は前年同期比 3.0%減収の 15,103 百万円となりましたが、営業利益は前

年同期比 3.5％増益 901 百万円となりました。 

 

（その他事業） 

施設賃貸収入は減少したものの、建設業について関西地区での産業機械の移設工事などの

取扱量が増加しました。 
その結果、売上高は前年同期 22.7%増収の 3,025 百万円、営業利益は前年同期比 9.3%増益

の 573 百万円となりました。 

 

以上の結果、当期の連結売上高は前年同期比 6.5%増収の 86,360 百万円となり、連結営業

利益は前年同期比 7.2%減益の 3,376 百万円、連結経常利益は前年同期比 2.7%減益の 3,768

百万円、連結当期純利益は前年同期比 7.4%増益の 2,187 百万円となりました。 

      

② 次期の見通し 

今後のわが国経済の見通しは、米国経済の拡大ペースが減速基調にあるうえに原油価格の

高騰や原材料価格の上昇で企業収益を圧迫することが懸念されるため、厳しい環境が続くも

のと予想されます。 
このような状況の中で、運輸業界では、環境・安全面の規制強化や原油高騰によるトラ

ック燃料価格の上昇などでコスト負担の増大が続くうえに、企業の物流費削減がますます

強化されるなどの厳しい状況が続くものと予想されますが、当社グループとしては、「お客

様第一主義をモットーに高品質なサービスの提供」の経営理念のもと、「第二次中期経営計

画」の最終年度の対応として稼働を開始した３ＰＬ業務システムを活用し、新規業務獲得

を経営の最重要課題と位置づけて「攻めの営業」に邁進いたします。 
さらに、「収益力の改革」「コスト構造の改革」「人財

．．
の育成」「財務体質の強化」「企業

文化の変革」などの戦略的諸施策の推進に全力を注いでまいります。 
当社グループではこのような課題への取り組みを継続することにより、目まぐるしく変化す

る企業環境に素早く対応できる柔軟で強靭な企業体質を構築し、企業価値の一層の向上に努

め、お取引先より最良のロジスティクス・パートナーと評価されるべく努力を続けてまいり

ます。 
 
次期の業績見通しにつきましては、連結売上高 910 億円、連結経常利益 4,000 百万円、連結

当期純利益は 2,450 百万円を見込んでおります。 
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（2）財政状態 

 

当連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税

金調整前当期純利益 3,678 百万円（前年同期比 73 百万円減）の計上がありましたが、借入金

返済や固定資産の取得による支出等があり、当連結会計年度末には 5,982 百万円（前年同期比

1,763 百万円減）となりました。 

当連結会計期間におけるキャッシュ・フローの状況と要因は次のとおりであります。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は 4,295 百万円（前年同期比 488 百万円減）となりました。これ

は、税金等調整前当期純利益 3,678 百万円及び減価償却費 3,185 百万円の計上に加え特別退職

加算金支払額の減少がありましたが、退職給付会計の積立金及び法人税等の支払額が増加した

ことによるものです。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は 4,791 百万円（前年同期比 2,211 百万円増）となりました。 

これは、３ＰＬ業務対応のための高度情報システム構築、並びに物流拠点の拡充としての茨城

県鹿島地区の南海浜第３期倉庫増設、兵庫県播磨地区危険物倉庫新設、マルゼン・オブ・アメ

リカインコーポレイテッド倉庫改造等にともなう有形及び無形固定資産の取得 4,307 百万円

を反映したものです。 
 
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は 1,407 百万円（前年同期比 1,271 百万円減）となりました。こ

れは、自己株式購入の減少、そして借入金返済 746 百万円及び配当金支払 647 百万円を反映し

たものです。 
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連 結 貸 借 対 照 表 

 

 (単位：百万円) 

科   目 平成 17 年 3 月 31 日現在 平成 16 年 3 月 31 日現在 比較増減 

 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 

（資産の部） ％  ％  

Ⅰ 流動資産 26,770 30.0 27,438  31.1  △  667 

   現金及び預金  5,982 7,745   △ 1,763 

   受取手形及び営業未収金 17,480 16,518   962 

     有価証券 50 －  50 

   たな卸資産 117 129   △     12 

   前払費用 444 431   12 

   繰延税金資産 549 579   △     30 

   その他 2,168 2,091   77 

   貸倒引当金 △   21 △     56   35 

Ⅱ 固定資産 62,394 70.0 60,916  68.9  1,477 

１．有形固定資産 40,377 45.3 40,439  45.8  △     62 

   建物及び構築物 20,579 21,281   △    702 

   機械装置 1,639 1,722   △     82 

   車両及び船舶 1,898 1,568   329 

   工具器具備品 122 113   8 

   土地 15,745 15,747   △      1 

   建設仮勘定 391 5   385 

２．無形固定資産 2,735 3.1 1,971  2.2  763 

   営業権 157 －   157 

     連結調整勘定 341 448   △  107 

     その他 2,236 1,523   713 

３．投資その他の資産 19,281 21.6 18,505  20.9  776 

   投資有価証券 14,540 13,976   563 

   長期貸付金 273 322   △     49 

   繰延税金資産 9 11   △      1 

   長期前払費用 311 343  △     31 

   その他 4,229 3,974   254 

   貸倒引当金 △  83 △   123   40 

資産の部合計 89,164 100.0 88,355  100.0  809 
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連 結 貸 借 対 照 表 

(単位：百万円) 
科   目 平成 17 年 3 月 31 日現在 平成 16 年 3 月 31 日現在 比較増減 

 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 

（負債の部） ％  ％  

Ⅰ流動負債 24,887 27.9 25,546  28.9  △  659 

  支払手形及び営業未払金 8,820 8,396   424 

  短期借入金 10,956 11,226   △  270 

  未払金 1,469 1,800   △  331 

  未払法人税等 626 1,210   △  584 

  未払消費税等 169 208   △     38 

  未払費用 1,217 1,114   103 

  賞与引当金 1,079 1,105   △     25 

  設備支払手形 － 36   △     36 

  その他 546 447   99 

Ⅱ固定負債 16,983 19.1 17,380  19.7  △    397 

  長期借入金 9,847 10,324   △    476 

  繰延税金負債 1,710 1,426   284 

  船舶修繕引当金 － 15   △     15 

  役員退職慰労引当金 345 318   27 

  退職給付引当金 4,599 4,847   △    247 

  その他 479 448   31 

  負債の部合計 41,870 47.0 42,927  48.6  △  1,056 

   （少数株主持分）     

  少数株主持分 35 0.0 3  0.0  32 

（資本の部）    

Ⅰ資本金 9,117 9,117   0 

Ⅱ資本剰余金 7,843 7,843   0 

Ⅲ利益剰余金 28,463 26,920   1,543 

Ⅳその他有価証券評価差額金 4,181 3,864   317 

Ⅴ為替換算調整勘定 △  189 △    176   △     12 

Ⅵ自己株式 △ 2,158 △  2,143   △     14 

  資本の部合計 47,259 53.0 45,424  51.4  1,834 

負債・少数株主持分及び資本の部 

合  計 

89,164 100.0 88,355  100.0  809 
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連 結 損 益 計 算 書 

（単位：百万円） 
 

科   目 

自 平成 16 年 4月 1 日 

至 平成 17 年 3月 31 日 

自 平成 15 年 4月 1 日 

至 平成 16 年 3月 31 日 比較増減 

 金額 百分比 金額 百分比 金額 

  ％  ％  

Ⅰ営業収益 86,360 100.0 81,066  100.0  5,293 

Ⅱ営業原価 79,780 74,615   5,165 

営業総利益 6,579 7.6 6,451  8.0  128 

Ⅲ販売費及び一般管理費 3,202 2,812   390 

営業利益 3,376 3.9 3,639     4.5  △  262 

Ⅳ営業外収益 698 641   57 

  受取利息 103 113   △   10 

  受取配当金 174 163   11 

  持分法による投資利益 202 120   82 

  雑収入 218 243   △   25 

Ⅴ営業外費用 306 405   △   98 

  支払利息 275 282   △    7 

  雑支出 31 122   △   90 

経常利益 3,768 4.4 3,875  4.8  △  106 

Ⅵ特別利益 163 61   102 

  固定資産売却益 85 52   33 

  貸倒引当金戻入益 61 9   52 

    前期損益修正益 16 －   16 

Ⅶ特別損失 253 184   69 

  固定資産売却廃棄損 198 72   125 

  特別退職加算金 － 96   △   96 

  ｺﾞﾙﾌ会員権等評価損        6 6   0 

  未上場株式等評価損        38 9   29 

  その他               10 －   10 

税金等調整前当期純利益 3,678 4.3 3,752  4.6  △   73 

法人税、住民税及び事業税 1,380 1,860   △  479 

法人税等調整額 105 △   146   251 

少数株主利益  4 1   3 

当期純利益 2,187 2.5 2,037  2.5  150 

 

 

 

 

 

 

 



 13

連 結 剰 余 金 計 算 書 

(単位：百万円) 

自 平成 16 年 4 月 1 日

至 平成 17 年 3 月 31 日

自 平成 15 年 4 月 1 日 

至 平成 16 年 3 月 31 日 

 

比較増減 

 

科      目 

金      額 金      額 金    額 

（資本剰余金の部） 

Ⅰ 資本剰余金期首残高 

 

Ⅱ 資本剰余金増加高 

   自己株式処分差益 

 

Ⅱ 資本剰余金期末残高 

 

（利益剰余金の部） 

Ⅰ 利益剰余金期首残高 

 

Ⅱ 利益剰余金増加高 

１．当期純利益 

２．連結会社増加による増加高 

Ⅲ 利益剰余金減少高 

１．配当金 

２．役員賞与 

      （うち監査役分） 

 

Ⅳ 利益剰余金期末残高 

7,843 

       

0

0

7,843 

26,920 

2,251 

2,187 

63 

708 

647 

60 

(      3)

28,463 

 

7,842  

 

0  

0  

 

7,843  

 

 

25,606  

 

2,037  

2,037  

－  

723  

665  

58  

(      3) 

  

26,920 

 

0 

0 

0 

0 

1,313 

214 

150 

63 

△   15 

△   17 

2 

 （   0）

1,543 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



連結キャッシュ・フロー計算書 

      （単位：百万円） 

自 平成 16年４月 １日 

至 平成 17年３月 31 日 

自 平成 15年４月 １日 

至 平成 16年３月 31 日 

期   別

 

 

科   目 金      額 金      額 
Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー 

1. 税金等調整前当期純利益 

2.減価償却費 

3.持分法による投資利益 

4.連結調整勘定償却額 

  5.固定資産売却廃棄損 

 6.退職給付引当金の減少額 

 7.売上債権の増加額 

 8.仕入れ債務の増加額 

 9.たな卸資産の減少額 

10.固定資産売却益 

11.役員賞与の支給額 

12.受取利息及び受取配当金 

13.支払利息 

14.特別退職加算金 

15.その他 

 

3,678 

3,185 

△   202 

43 

198 

△  247 

△   566 

78 

12 

△   85 

△  60 

△  277 

275 

－ 

153 

3,752

2,894

              △   120

    56

72

             △     3

              △   297

591

26

              △    52

              △    58

              △   276

282

              96

              △   144

小      計 6,182 6,818

16.受取利息及び配当金の受取額 

17.利息の支払額 

18.特別退職加算金の支払額 

19.法人税等の支払額 

                  368 

             △   273 

   － 

△ 1,982 

 

                   297

              △   293

              △   288

              △ 1,750

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,295 4,783

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー 

   1.有形固定資産の取得による支出 

   2.有形固定資産の売却による収入 

  3.無形固定資産の取得による支出 

   4.投資有価証券の取得による支出 

   5.投資有価証券の売却による収入 

  6.子会社株式取得による支出 

   7.新規連結子会社取得による収入 

   8.その他 

 

△ 2,759 

37 

△ 1,547 

△  18 

69 

△    1 

63 

△   634 

△ 2,253

107

△   424

△   104

2

－

－

91

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 4,791 △ 2,579

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロ－ 

1. 短期借入れによる収入 

2. 短期借入金の返済による支出 

   3.長期借入れによる収入 

3. 長期借入金の返済による支出 

4. 転換社債償還による支出 

5. 自己株式の売却による収入 

6. 自己株式の購入による支出 

7. 配当金の支払額 

 

9,316 

△10,095 

1,047 

△ 1,015 

－ 

1 

△    15 

△   647 

10,015

△10,965

7,199

△   921

△ 6,505

5

△   841

△   665

財務活動によるキャッシュ・フロ－ △ 1,407 △ 2,678

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額 

Ⅴ．現金及び現金同等物等の減少額 

Ⅵ．現金及び現金同等物期首残高 

Ⅶ. 新連結子会社の現金及び現金同等物期首残高 

△     4 

△ 1,907 

7,745 

144 

△    15

△   490

8,236

－

Ⅶ．現金及び現金同等物期末残高 5,982 7,745
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

１．連結の範囲に関する事項 

（１）連結子会社  １５社 

丸十運輸倉庫(株)、丸全水戸運輸(株)、丸全北海道運輸(株)、マルゼン･オブ･アメ

リカインコーポレイテッド、丸全京浜物流(株)、丸全中部物流(株)、丸全関西物流

(株)、丸全川崎物流(株)、丸全鹿島物流(株)、昭和物流（株）、昭和アルミサービ

ス(株)、昭和エルダー(株)、ＳＡＳロジスティックス(株)、(株)スマイルライン、

丸全京葉物流(株) 

上記のうち、(株)スマイルライン、丸全京葉物流(株)の２社を当期より新たに連結

の範囲に含めております。 

（２）非連結子会社     １７社 

非連結子会社１７社はいずれも小規模であり、総資産、売上高、当期純損益及び剰余金の合

計額は、連結財務諸表に重要な影響を及ぼさないと認められるので、連結の範囲に含めてお

りません。 

２．持分法の適用範囲に関する事項 

（１）持分法を適用した関連会社    ３社 

ダンザス丸全(株)国際埠頭(株)丸全商事(株) 

（２）持分法を適用しない非連結子会社または関連会社  ２３社 

非連結子会社１７社及び関連会社６社はそれぞれ連結純損益及び利益剰余金に及

ぼす影響が軽微であり、かつ全体としてもその影響の重要性がないため、持分法の

適用範囲から除外しております。 

（３）持分法適用会社の中間決算日等に関する事項 

持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業

年度に係る財務諸表を使用しております。 

３．連結子会社の事業年度に関する事項 

連結子会社であるマルゼン・オブ・アメリカインコーポレイテッドの決算日は、12

月末日であります。連結財務諸表の作成にあたっては同決算日の財務諸表を使用し

ております。 

４．会計処理基準に関する事項 

（１）たな卸資産 

主として、最終仕入原価法によっております。 

（２）有価証券 

その他の有価証券 

時価のあるもの・・決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの・・移動平均法による原価法 

（３）減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

定率法を採用しております。但し、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建

物附属設備は除く）は定額法を採用しております。 

②無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（5 年）

に基づき償却しております。 
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（４）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金･･････債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

②賞与引当金･･････従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額

に基づき計上しております。 

③退職給付引当金･･従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当連結会計期間末

において発生していると認められる額を計上しております。な

お、数理計算上の差異は、その発生時における従業員の平均残

存勤務期間内の一定年数(１０年)による定額法により按分した

額を、それぞれの発生した翌連結会計年度から費用処理するこ

ととしております。 
④役員退職慰労引当金･･親会社においては、役員の退職慰労金の支出に備えて、内

規に基づく期末要支給額の 100％を計上しております。 
（５）外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。なお、在外子会社の資産、負債、収益及び費用は、決

算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は資本の部における為替換算調

整勘定に含めております。 

（６）リ－ス取引の処理方法 

リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ－

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

（７）その他連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

 

５．連結キャッシュ･フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ･フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、

随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資

からなっております。 

 

＜追加情報＞ 

（法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示方法） 

実務対応報告第 12 号「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表

示についての実務上の取扱い」（企業会計基準委員会平成 16 年 2 月 13 日）が公表

されたことに伴い、当中間連結会計期間から同実務対応報告に基づき、法人事業

税の付加価値割及び資本割 107 百万円を販売費及び一般管理費として処理してお

ります。 
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注記事項 

（貸借対照表関係）                        

当連結会計年度 

（平成 17 年 3 月 31 日） 

前連結会計年度 

（平成 16 年 3 月 31 日） 

１．有形固定資産の減価償却累計額 

40,567 百万円

２．受取手形裏書譲渡高 

72 百万円

３．担保に供している資産 

建物                           654 百万円

車輌                             9 百万円

機械装置                        10 百万円

土地                           945 百万円

合計                         1,620 百万円

上記に対応する債務財団抵当借入金 

                                3,593 百万円

 

４．保証債務 

下記の会社の銀行借入金等に対して保証債務を 

行なっております。 

（百万円）

保証先 金  額 

丸全商事（株） 1,483

（株）ワールド流通センター 1,414

青海流通センター（株） 209

計 3,106

 

 

５．自己株式                    7,571,417 株 

 

６．当座貸越契約及び貸出コミットメント契約 

 

当座貸越極度額 200 百万円

貸出コミットメント契約額 4,000 百万円

借入実行残高                   －百万円

差引額       4,200 百万円 

１．有形固定資産の減価償却累計額 

38,771 百万円

２．受取手形裏書譲渡高 

57 百万円

３．担保に供している資産 

建物                           694 百万円

車輌                            15 百万円

機械装置                        11 百万円

土地                           942 百万円

合計                         1,664 百万円

上記に対応する債務財団抵当借入金 

                                3,605 百万円 

 

４．保証債務 

下記の会社の銀行借入金等に対して保証債務を 

行なっております。 

（百万円）

保証先 金  額 

（株）ワールド流通センター 1,524

丸全商事（株） 1,540

青海流通センター（株） 222

横浜ｺﾝﾃﾅﾀｰﾐﾅﾙ事業協同組合 9

計 3,296

 

５．自己株式                    7,531,364 株 

 

７．当座貸越契約及び貸出コミットメント契約 

 

当座貸越極度額 200 百万円

貸出コミットメント契約額 4,000 百万円

借入実行残高                   －百万円

差引額       4,200 百万円 
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（連結損益計算書関係） 

当連結会計年度 

（自 平成 16 年 4 月 1日 

     至 平成 17 年 3 月 31 日） 

前連結会計年度 

（自 平成 15 年 4 月 1日 

     至 平成 16 年 3 月 31 日） 

販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び 

金額は次のとおりであります。 

給料及び諸手当             1,154 百万円

賞与引当金繰入額             110 百万円

役員退職慰労引当金繰入額      28 百万円

貸倒引当金繰入額              12 百万円

減価償却費                    79 百万円

販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び 

金額は次のとおりであります。 

給料及び諸手当             1,017 百万円

賞与引当金繰入額              98 百万円

役員退職慰労引当金繰入額      41 百万円

貸倒引当金繰入額               3 百万円

減価償却費                    67 百万円

 

   （連結キャッシュ・フロ－計算書関係） 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている現金及び預金勘定は、同額

であります。 

 

（リース取引関係） 

当連結会計年度 

（自 平成 16 年 4 月 1日 

     至 平成 17 年 3 月 31 日） 

前連結会計年度 

（自 平成 15 年 4 月 1日 

     至 平成 16 年 3 月 31 日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認めら 

れるもの以外のファイナンス･リース取引 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却 

累計額相当額及び期末残高相当額 

（百万円）

 取得価額

相 当 額 

減価償却

累 計 額

期末残高

相 当 額

機械及び

装置 

 

69 50 19

車輌  

342 191 150

工具器具

備品 

 

85 68 16

合計 

 

 

496 310 186

 

（２）未経過リース料期末残高相当額 

１年内                     106 百万円 

１年超                      89 百万円 

合計                       196 百万円 

 

（１） 支払リース料、減価償却費相当額及び支 

払い利息相当額 

支払リース料                    99 百万円 

減価償却費相当額                84 百万円 

支払利息相当額                  10 百万円 

 

（２） 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

 

リース物件の所有権が借主に移転すると認めら 

れるもの以外のファイナンス･リース取引 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却 

累計額相当額及び期末残高相当額 

（百万円）

取得価額

相 当 額 

減価償却

累 計 額

期末残高

相 当 額

機械及び

装置 

 

82 52 30

車輌  

30 17 12

工具器具

備品 

 

189 138 50

合計 

 

 

301 208 92

 

（２）未経過リース料期末残高相当額 

１年内                      56 百万円 

１年超                      55 百万円 

合計                       111 百万円 

 

（３） 支払リース料、減価償却費相当額及び支 

払い利息相当額 

支払リース料                    76 百万円 

減価償却費相当額                62 百万円 

支払利息相当額                   9 百万円 

 

（４） 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする 

定額法によっております。 
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(税効果会計関係) 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳            

                                                 

繰延税金資産                                   当連結会計年度 前連結会計年度

（流動）    (百万円)    (百万円) 

賞与引当金繰入限度超過額                       432 441

その他                                         116 137

（固定） 

退職給付引当金                                 1,846 1,949

役員退職慰労引当金                             140 129

ゴルフ会員権評価損                             42 38

子会社整理損否認額 28 28

子会社評価損否認額                             17 17

貸倒引当金繰入限度超過額 13 33

その他                                         34 36

繰延税金資産計 2,671 2,811

繰延税金負債 

（固定） 

固定資産買換圧縮積立金                        △1,001 △1,034

その他有価証券評価差額金 △2,822 △2,613

繰延税金負債計 △3,823 △3,648

繰延税金負債の純額 △1,152 △836

  

 ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項 

    目別内訳 

 当連結会計年度 前連結会計年度

法定実効税率 40.6％ 40.6％

（調整） 

交際費等永久に損金に算入されない項目           5.5  5.4  

受取配当金等永久に益金に算入されない項目       △6.9  △  4.4  

住民税等均等割 1.2  1.3  

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正額     －  0.4  

ＩＴ投資減税による減額控除額 △3.2  － 

その他                                        0.3  2.4  

税効果適用後の法人税等の負担率                 37.5％ 45.7％
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（退職給付会計関係） 

 

１．採用している退職給付制度の概要 

      当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度、中小企 

    業退職金共済制度及び退職一時金制度を設けております。また、従業員の退職等に際 

    して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない割増退 

    職金を支払う場合があります。 

 

２．退職給付に関する事項                                          

                                           当連結会計年度       前連結会計年度 

                                                 (百万円)      (百万円)                    

      イ．退職給付債務                        △ 7,350           △  7,768  

      ロ．年金資産                               1,418               1,147  

      ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ）        △ 5,931           △  6,620  

      ニ．未認識数理計算上の差異                 1,332               1,773  

      ホ．連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ）  △ 4,599           △  4,847  

      ヘ．前払年金費用                              －                  －  

      ト．退職給付引当金（ホ－へ）        △ 4,599         △  4,847  

 

３．退職給付費用に関する事項 

                                                                             

     イ．勤務費用                                  352                379  

     ロ．利息費用                                  149                162  

     ハ．期待運用収益                            △ 10             △  12  

     ニ．数理計算上の差異の費用処理額              229                251  

     ホ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ）            720                780  

    （注）．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ．勤務費用」に計 

              上しております。  

２．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

      イ．退職給付見込み額の期間配分方法         期間定額基準 

      ロ．割引率                                 2.0％ 

      ハ．期待運用収益率                         1.0％ 

      ニ．数理計算上の差異の処理年数             10 年（発生時の従業員の平均残存勤 

                                                 務年数による定額法により、翌連結 

                                                 会計年度から費用処理することと 

                                                 しております。） 
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セ グ メ ン ト 情 報 

１．事業の種類別セグメント情報 

 

（当連結会計年度）                                                      (単位:百万円) 

平成 16 年 4 月 １日から 

平成 17 年 3 月 31 日まで 

 

 

 

物流事業 

構内作業及び

機械荷役事業

 

その他事業

 

計 

消去又は 

全   社 

 

連  結 

 

 

68,230 15,103 3,025

 

 

86,360 

 

 

－ 86,360

Ⅰ.売上高及び営業損益 

  売    上    高 

(1)外部顧客に対する売上高 

(2)セグメント間の 

     内部売上高又は振替高 

      

－ 

 

－

 

－

 

－ 

 

－ 

 

－

計 68,230 15,103 3,025 86,360 （－） 86,360

営  業  費  用 66,327 14,202 2,452 82,983 （－） 82,983

営  業  利  益 1,902 901 573 3,376 （－） 3,376

Ⅱ．資産、減価償却費

       及び資本的支出

 資          産 

 

 

52,496 6,886 4,886

 

 

64,269 

 

 

24,895 89,164

減 価 償 却 費 2,588 248 348 3,185 － 3,185

資 本 的 支 出 3,781 122 214 4,118 － 4,118

 
(前連結会計年度)                                                       (単位:百万円) 

平成 15 年 4月 １日から 

平成 16 年 3 月 31 日まで 

 

 

 

物流事業 

構内作業及び

機械荷役事業

 

その他事業

 

計 

消去又は 

全   社 

 

連  結 

 

 

63,023 15,577 2,465

 

 

81,066 

 

 

－ 81,066

Ⅰ.売上高及び営業損益 

  売    上    高 

(1)外部顧客に対する売上高 

(2)セグメント間の 

     内部売上高又は振替高 

 

－ － －

 

－ 

 

－ －

計 63,023 15,577 2,465 81,066 (―) 81,066

営  業  費  用 60,780 14,706 1,940 77,427 (―) 77,427

営  業  利  益 2,243 870 524 3,639 (―) 3,639

Ⅱ．資産、減価償却費

       及び資本的支出

 資          産 

 

 

49,940 7,468 4,306

 

 

61,715 

 

 

26,639 88,355

減 価 償 却 費 2,215 254 424 2,894 － 2,894

資 本 的 支 出 3,196 219 70 3,486 － 3,486
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（注)イ．事業区分の方法 

       事業区分の方法は輸送手段、作業内容等に基づき区分しております。 

ロ．各事業区分の主な事業の内容 
事業区分 主要な事業内容 
物流事業 貨物自動車運送事業、貨物自動車利用運送事業、一般港湾運送事業、港

湾荷役事業、艀運送事業、倉庫業、鉄道利用運送事業、通関業、梱包業、

海上運送事業、内航海運業、内航海運利用運送事業、航空利用運送業、

航空運送代理店業 
構内作業及び

機械荷役事業 
工場構内での原料、製品、重量物、精密機械等の移送、組立、充填、倉

庫への保管、入出荷作業とこれらに附帯する諸作業並びに機械の賃貸 
その他事業 建設業、警備業、産業廃棄物処理業、不動産業、保険代理業､ 

自動車整備業 
ハ．資産のうち消却又は会社の項目に含めた全社資産の主なものは、親会社での現金及び

預金、有価証券、投資有価証券であります。 
   ニ．資本的支出には長期前払費用を含めて表示しております。 

 

２．所在地別セグメント情報 
全セグメントの売上高の合計額に占める本邦の割合が、９０％を超えているため、その記載

を省略しております。 
３．海外売上高 

海外売上高は、売上高の１０％未満のため、その記載を省略しております。 
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（有価証券関係） 
有価証券 
１．その他有価証券で時価のあるもの 

当連結会計年度（平成17年3月31日） 前連結会計年度（平成16年3月31日）

 種類 
取得原価

（百万円）

連結貸借対
照表計上額
（百万円）

差額 
（百万円）

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対
照表計上額
（百万円）

差額 
（百万円）

(1)株式 3,889 10,887 6,998 3,846 10,343 6,497

(2)債券 - - - - - -

(3)その他 26 35 9 36 45 9

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
るもの 

小計 3,915 10,923 7,007 3,883 10,389 6,507

(1)株式 212 157 △ 54 252 179 △   73

(2)債券 - - - - - -

(3)その他 9 9 △  0 9 9 △    0

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
ないもの 

小計 222 167 △  55 262 189 △   73

合計 4,137 11,090 6,952 4,145 10,578 6,433

（注）前連結会計期間において、その他有価証券について９百万円の減損処理を行なっており

ます。なお、その他有価証券で時価のあるものについては、時価が取得原価に比べて 50%程

度以上下落した場合には、回復する見込がないものとして減損処理を行なっております。 
 

２．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 
当連結会計年度 

（自平成16年4月１日 至平成17年3月31日） 
前連結会計年度 

（自平成15年3月１日 至平成16年3月31日） 

売却額 
（百万円） 

売却益の合計  
（百万円） 

売却損の合計  
（百万円） 

売却額 
（百万円） 

売却益の合計  
（百万円） 

売却損の合計  
（百万円） 

73 41 ― 2 0 ―

 
３．時価のない主な有価証券の内容 

当連結会計年度（平成17年3月31日） 前連結会計年度（平成16年3月31日）
 

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円） 

店頭売買株式を除く非上場株式 3,389 3,336 

その他 60 62 

 
（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度（自 平成１５年４月１日 至 平成１６年３月３１日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

 

当連結会計年度（自 平成１６年４月１日 至 平成１７年３月３１日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 
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(関連当事者との取引) 

当連結 

会計年度(自平成 16 年 4 月 1日 至平成 17 年 3 月 31 日) 

子会社等 

 

関係内容 

 

属 

性 

 

会社等の

名    称 

 

住  所 

資本金

又 は 

出資金
百万円

 

事業の内容 

又は職業 

 

議決権等の所有

(被所有)割合 役員の

兼任等

事実上の 

関    係 

 

取引の内容 

 

取 引

金 額
百万円

 

科  目 

 

期末

残高

百万円

 

丸全流通 

ｻｰﾋﾞｽ㈱ 

 

 

神奈川県 

横浜市 

 

15 

 

構内作業及び 

機械荷役事業 

 

( 所 有 ) 

100.00％ 

 直接 

 

－ 

 

 

得意先構内作業

及び機械荷役作業

 

下請作業 

 

1,337 

 

営業未払金

 

126
 

子 

会 

社 
 

丸全茨城 

流通㈱ 

 

茨城県 

鹿島郡 

 

15 

 

構内作業及び 

機械荷役事業 

 

( 所 有 ) 

100.00％ 

 直接 

 

兼任

1人

 

得意先構内作業

及び機械荷役作業

 

下請作業 

 

1,297 

 

営業未払金

 

120

 

国際埠頭㈱ 

 

神奈川県 

横浜市 

 

1,800 

 

港湾運送事業 

海上運輸事業 

 

( 所 有 )  

34.09％ 

 直接 

 

兼任

1人

 

構内作業及び 

機械荷役事業 

 

機械構内作業 

及び機械荷役事業 

 

634 

 

営業未収金

 

98 

輸入貨物 

の保管地 

荷捌保管 

 

2,251 営業未収金 455ﾀﾞﾝｻﾞｽ 

丸全（株） 

東京都 

墨田区 

250 国際利用航空 

運送事業 

( 所 有 )  

30.00％ 

 直接 

 

兼任

1人 国際利用航空

運送事業 

国際利用 

航空運送事業 

80 営業未払金 12 

 

保証債務 1,483 

 

― 

 

1,483

 

 

関 

 

連 

 

会 

 

社 
 

丸全商事㈱ 

 

神奈川県 

横浜市 

 

16 

 

リース業 

損害保険代理業 

 

( 所 有 )  

19.69％ 

 直接 

 

兼任

1人

 

営業取引以外

の取引 当社への 

車両販売 

215 設  備 

未払金 

186

取引条件ないし取引条件の決定方針等 

１． 丸全流通サービス㈱・国際埠頭㈱・ダンザス丸全㈱については市場価格で取引しております。 

２． 丸全商事㈱の保証債務は運転資金として、三菱信託銀行他からの融資 1,483 百万円に対して保証したものです。 

３． 車両の販売については一般取引先と同様であります。 
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